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1 ICT とは「Information and Communication Technology（情報通信技術）」の略で，情報を電子的に処
理し，伝達し，表示する活動を可能にする機器，ソフトウェア，サービスを生産する情報処理や通信
技術の総称である（夏目編著[ 2010]）。
2 この資料は 2009 年までは大連市信息産業局と大連軟件行業協会によって，2010 年から 2012 年まで
は大連市経済和信息化委員会と大連軟件行業協会によって，2013 年以後は大連軟件和服務外包研究








して発展させ始めた。1998 年からの 20年間，大連市ソフトウェア・ ITES 産業は著しい成
長を遂げている。しかし，大連市ソフトウェア・ ITES 産業の発展経路は，中国の中では
特異な位置にあった。大連市に限って言えば，日本市場向け開発・サービスの拠点として
発展を遂げてきた。大連市ソフトウェア・ ITES 産業の販売高は，1998 年には 2 億元，輸








































業と ICTE サービス（ICT enabled services）産業の二種類に分けている（表 1）。ここで IT
サービスというのは，広い意味でのソフトウェア開発のことだと思われる。そして，ICTE
サービスというのは，ICT によって独立した業務となったサービスのことである。本論文
は UNTCAD[2014]の分類が妥当であると考えるが，名称としては IT サービスよりソフト
ウェアの方が内容を明確にできると考える。また，ICTE サービスは正確な内容ではあるが，
今のところより広く使われている ITE サービスを用いたい。すなわち，本論文で対象とす














4 JISA ホームページ（https://www.jisa.or.jp/explain/tabid/755/Default.aspx 2019 年 6 月 28 日閲覧）に
よるものである。




























































































出所：『2015 Top 100 Outsourcing Destinations』。
最初に ICT 基盤サービス産業を世界で突出して発展させてきたのはインドである。イン
ドはまずソフトウェア開発で成果を上げ，続いて BPO，特にコールセンター業務を急成長

















フショア開発発注国は 2010年からベトナムがインドを超えて 2位になっている（表 3）。
表 3 日本のオフショア開発 発注先相手国
年 1 位 2位 3位
2009 年 中国 インド ベトナム
2010 年 中国 ベトナム インド
2011年 中国 ベトナム インド
2012 年 中国 ベトナム インド
出所：情報処理推進機構 IT 人材育成本部[各年]により著者作成9。
















8ベトナム政府の産業政策について，CICC（Center of the International Cooperation for Computerization）
の「アジア情報化動向報告会」の資料に基づいて作成したものある。
（www.cicc.or.jp/japanese/kouenkai/pdf_ppt/pastfile/h27/150903-05.pdf 2019 年 6 月 28 日閲覧）
9 2014 年以降は，調査中止となった 。





第一に，先進国の IT 需要が増えつつある。2008 年以来，アメリカや日本などの先進国
は次々と情報化戦略（ICT 戦略）を打ち出した。IBM の「スマート地球」に基づき，アメ
リカは IoT と新型エネルギーを経済の二つの武器としてとりあげ，80 億ドルを投入して
「Smart Grid（スマートグリッド）」建設を開始した。そして，日本は 2009 年 7月に「i-Japan
戦略 2015」を発表し，デジタル技術と他産業の融合を通して，国民生活の利便性を上げ，














は，2014 年には 14 億 900万ドルであり，発注先の 75％は中国に集中している（情報処理




にみてみると，要件定義は 3.5％，基本設計は 17.6％，詳細設計は 71.8%，プログラミング







11 この段落は DLISSO[2017]162-164 頁に基づいてまとめたものである。







































































14 2010 年 4 月日鐵ソリューションズにおけるインタビュー。
15 ここでは，中国企業同士の再委託を対象外とする。
14
3) 中国におけるソフトウェア・ ITES 市場の拡大
中国におけるソフトウェア・ITES 産業が近年急速に発展し，産業規模は 2008年の 7,573
億元から 2017 年の 5兆 5,000億元へと成長しており，その成長速度は対日オフショア開発
よりもはるかに速い（図 6）。そのうち，2016 年情報技術サービス分野の売上は 2兆 9,000
億元，同期比 16.8％増となり，産業全体の 53.5％を占めた。ソフトウェア製品の売上は 1
兆 7,000億元，同期比 11.9％増となり，産業全体の 31.1％を占めた。組込ソフトウェア製














17 ここまでは DLISSO[2018]15-17 頁から引用してまとめたものである。











年，中国同産業における M&A は 387 件で 1023.02 億元に達した。その伸び率は 2011年か

































































































ている。Stam and Spigel は企業家ネットワーク，リーダーシップ，金融，人材，知識，サ
ポート及び支持，需要，インフラストラクチャー，文化と制度などの要素をカギとなる要
素としていた（Stam and Spigel[2016]1765-1766頁）。Mack and Mayer[2016]はエコシステム
進化プロセスを検討するに当たって，企業参入と存続，政策，金融，文化，サポート，人

















される準備期，それを NTBFs の簇業と成長に転化する整備期，NTBFs 集積を通じたハイ
テク新産業が形成される確立期という三段階を経過しつつ，技術とヒトの「一定の集積」
を NTBFs の集積に転換する Eco-system の構築プロセスを可視化できるモデルであると
主張した（図 9）（西澤[2012a]50-58頁）。また，Mack and Mayer[2016]では，創業エコシ
ステムの動態性を提唱し，時間とともに要素間の関係が変化し進化し続けることを主張し
た。そして，それに際して，創業エコシステムの進化プロセスを誕生期（the Birth Phase），
成長期（teh Growth Phase），維持期（the Sustainment Phase）と衰退期（the Decline
Phase）の四つの段階に分けて，それぞれの要素変化をまとめた（Mack and Mayer[2016]）。
19
図 8 Triple Helix（三重螺旋構造）
出所：Etzkowitz[2008]111 頁。





















































































































































































et al.[2009=2010]，D'Costa[2009]，Govindan Parayil and Anthony D'Costa eds.[2008]，Hinata[2009]
など）。しかし，前述したように大連は対日オフショア・アウトソーシング拠点であり，
中国の平均像とは異なり，むしろインドに似ていると思われる。































































25 改革開放政策とは，中国の新たな指導者となった鄧小平が 1978 年 12 月に打ち出した体制転換の政
策である。それまでの計画経済と社会主義を 2 本柱とする体制から，実質的には市場経済と資本主義
を柱とした体制への転換を図ったものであった（SanKeiBiz







































































































































































ソフトウェア・ ITES 産業の発展史を GVC への参入，成長，高度化の課題に即して体系的
に理解するためである。具体的には，産業課題の変化から時期区分を行って，大連市同産
業のエコシステムを 1990 年代の産業形成期，2000年代の産業成長期と 2010 年代の産業転
換期の三つの発展段階に区分して，各時期の異なる課題を明白にし，地域エコシステムの
構築について分析を行う。まず，産業形成期では，地域エコシステムの目的は国際的にみ

























































れて製造業の誘致に力が入れられた。しかし，1980 年代から 2000 年まで大連と他の沿岸















































































































1) 大連市情報センターからのスピンアウトによる DXC ・ DHC の創業
大連市ソフトウェア・ ITES 産業の場合，とくに重要だったのは，大連市情報センター










業員 3400名，2010 年売上高 10.1 億元となり，中国地場企業ではトップクラスのソフトウ
ェア開発企業となった。そして，中国において売上高こそ 50位であるが(中国工業和信息
化部[2011])，オフショア開発により輸出金額 2 位のソフトウェア企業に成長している36。
民営企業であり，創業者グループのほかに NTT データ社，NEC ソフト，新日鉄住金ソリ
ューションズやマイクロソフトなども出資していた37。
2) 海事大学と日本企業の産学連携による hiSoft の創業
海輝軟件（国際）集団公司（hiSoft）は，地元の大学と日系企業の産学連携から生
まれたソフトウェア企業である。川崎重工が 1991 年に大連でソフトウェア開発の子
33 DXC は 2012 年中軟国際に買収され，「中軟国際科技服務（大連）有限公司」になった。
34 2010 年 8 月，DXC におけるインタビュー。
35 2010 年 12 月，北京 NTT データ社におけるインタビュー。
36 「2010（第七届）中国軟件出口和服務外包排行榜発布」『中国軟件和服務外包網』2011 年 4 月 25
日。以下輸出ランキングはこれによる。










されたことをきっかけにアメリカ市場への展開を進めて規模を拡大し，2010 年に IT サー
ビス企業としては中国で最初に NASDAQ への上場を果たした。現在は外資企業での経験
を持つプロフェッショナルたちで経営陣を編成しており，創業者である李遠明氏は同社か






















38 hiSoft が 2012 年 8 月 Vanceinfo（文思信息技術）と合併して Pactera（文思海輝技術有限公司）にな
り，中国最大の IT サプライターとなった。
































41 2010 年 8 月 DISA におけるインタビュー。
42 2013 年 8 月大連市工業和信息局におけるインタビュー。
43 東京教育公論ウェブサイト（http://www5a.biglobe.ne.jp/~t-koron/jlpt-kazu.html 2012 年 1 月 3 日閲
覧）。
44 本段落の記述は国際交流基金ウェブサイト


























45 国際交流基金ウェブサイト（http://www.jpf.go.jp/j/japanese/survey/country/2010/index.htm2012 年 1 月
3 日閲覧）。

















けた。創業園においても，ソフトウェア・ ITES 企業が 45-50%を占めている47。
大学はもともとハイテクゾーン内に数多く存在していたが，東軟情報学院の設立が刺激
となり，他大学でもソフトウェア・ ITES 関係の学部・学科が設置されるようになった。


















のうちに，頭脳循環と呼べるパターンが，3 大企業を除いて 5 社確認できる。この 5 社と
筆者が訪問した企業に重複はない。他の事例は 3大企業のうちの 2社，日本人設立の企業














ムの設計まで実用指向を徹底し，実務経験者を IT 技術の教育に従事させており，DLSP に








NTT データと提携しており，また 1990 年代初頭においてすでに電話回線加入手続きのア
ウトソーシングを受けた経験があった48。これらの繋がりは DHC と DXC に引き継がれた。
hiSoft は川崎重工との繋がりから受注を獲得できた。そして，アルパインや東芝向けの業





牛島は，IBM を定年退職後の 1990 年代半ばに日本語教師として大連に移り住んでいたが，
生徒として授業に参加した信息中心のスタッフとの繋がりをきっかけに，DHC，hiSoft，
Neusoft で勤務し，日本からの顧客誘致に努めた49。同じく IBM に勤務していた三上吉彦も，
定年退職後に大連に移り住んで，まず大連外国語学院で日本語による情報処理を教え，続
いて DLSP で日本からの顧客誘致に努めるようになった50。2002 年に大連に立地する日本
の IT 企業の交流会として大連 IT クラブが結成されるが，牛島は会長，三上は副会長とな
った。













48 2011 年 6 月北京 NTT データジャパンにおけるインタビュー。
49 牛島[2010]と『大連ローカルWhenever』2011年 1月 18日を参照した。

















いなかったが，1998 年から 2000 年まで，大連市のソフトウェア産業（当時の名称）の売
上高は 2億人民元から 9.8億人民元へと約 5倍に増加し，年間複合成長率は 100%を超え，
同期間における大連市の経済成長率をはるかに上回り，中国のソフトウェア産業の成長率























産業規模を 900 億人民元とし，大連市の域内総生産の約 10％を占めるようにする。輸出金
























52 2010 年 8 月 DISA におけるインタビュー。










材国際培訓基地などの国家級ソフトウェア・ ITES 産業の関連表彰を得た（DLSSSO 編















学校数 教師数 学生数 教材
小学校 5校 9人 2747人『小学校日本語教材』（無料）
中学校 32校 75人 9027人第一外国語は『日本語』
第二外国語は『好朋友』














そして，第 10 次 5 ヵ年計画期間中(2001-2005 年)，大連理工大学，大連交通大学等 5 大学
でソフトウェア学院が設立され，35 の IT 職業育成機関が新設された55。2009 年には大連
市のソフトウェア・関連専攻学部生・院生在校数は 7万 1700 人にのぼり，市の全大学生・

















55 2013 年 8 月 DISA におけるインタビュー。







57 2013 年 8 月 DLSSO におけるインタビュー。









































































DLSP は 10 数年間大きく変身した（写真 1，写真 2）。前述の工作機械工場もオフィス





60 各社へのインタビューから見ると，ブリッジ SE は各社によって定義が違っている。本研究では「ソ
フトウェア技術だけではなく，両国間の言語，文化，ビジネス習慣などを熟知し，取引双方の間に
立って円滑に業務を進められるように指示できるシステム・エンジニアのこと」だと定義する。
61 大連理工大学軟件学院ウェブサイト（http://ssdut.dlut.edu.cn/base/show.php?id=12 2012 年 1 月 3 日
閲覧）によりまとめた。
62 高[2008]および 2010 年 8 月 DLSP におけるインタビューによりまとめた。
52
て，DLSP の面積は約 3 平方キロであるが，その後，約 4 倍の面積を持つ第二期パークも
建設した（図 17）。
また，DLSP は大連市ソフトウェア・ ITES 産業に大きく貢献した。2010 年に大連市
ソフトウェア・ ITES 産業の売上高は 535 億元に達し，うちハイテクゾーンが 506 億元で
全市の 94.6%を占めた。ハイテクゾーン内では DLSP が 280 億元，それ以外が 226 億元で
あった63。そして，DLSP の入居企業は，外資系，地場系双方とも順調に増え，2010 年末




出所：DLSP ウェブサイト（2012 年 1月 3日閲覧）により川端と張が作成。
63 DLSP ウェブサイト（http://www.dlsp.com.cn/jp/ 2012 年 1 月 3 日閲覧）によりまとめた。
64 DLSP ウェブサイト（http://www.dlsp.com.cn/jp/ 2012 年 1 月 3 日閲覧）によりまとめた。
53
図 17 大連ソフトウェアパーク（西側）
出所：DLSP ウェブサイト（2012 年 1月 3日閲覧）により川端と張が作成。
写真 1 1998 年の大連ソフトウェアパークの姿
出所：大連ソフトウェアパーク提供。
54
写真 2 2010 年 8月の大連ソフトウェアパークの姿
出所：『大連軟件』第 51号，大連軟件園・大連軟件行業協会，2011年 2月，9-10頁。











IC 設計66の面においては，大連市の IC 設計の売上高は 2006 年の 2.1 億元から 2009 年の
4 億元に増加した。特に 2009 年は前年比 53.8%増であった。その主な理由は従来の IC 設

























68 Neusoft のウェブサイト（http://www.neusoft.com/ 2012 年 1 月 3 日閲覧）によりまとめた。
69 この部分，週刊 BCN のウェブサイト






























と IDC プラットフォームが設置され，メインネットワーク帯域が 40G 以上となった。同敷
70 hiSoft のウェブサイト（http://www.hisoft.com/ 2012 年 1 月 3 日閲覧），2011 年 9 月 hiSoft におけ
るインタビューによりまとめた。
71 hiSoft のウェブサイトで掲載されている英文 Annual Report の 50-51 頁
（http://www.mzcan.com/us/HSFT/annual/2010/EN/HiSoft%2020F%202010_M4nKjAP9nluP_6L73Lijijg
Al_n6ubj9Ty4TNA.pdf 2012 年 1 月 3 日閲覧）によりまとめた。
72 前述したように，hiSoft が 2012 年 8 月 Vanceinfo（文思信息技術）と合併して Pactera（文思海輝技
術有限公司）になった。その後，Pactera はアメリカの財団に買収され，上場を廃止した

























され，他の企業に比べて運営コストの 3分の 2が削減できたという（中国網ニュース 2008
年 12月 9日）。
中国における全般的賃金上昇にもかかわらず，2009 年のソフトウェア技術者年間給与は，
日本が 5万 4169 ドルに対して中国は 1万 6289 ドルに過ぎなかった（情報処理推進機構 IT
人材育成本部編[2011]45 頁）。しかも中国国内でも差があり，2006 年 IT 企業の年間賃金




オフショア開発発注額は 2002 年に 203億円であったが，うち 98億円は中国に発注されて
いた。そして 2008 年には 1011億円中 565 億円が中国に発注された（情報処理推進機構 IT
73 2010 年 8 月大連ソフトウェア産業研究院におけるインタビュー


































徴を持っていた。2001 年から 2010 年まで，大連市のソフトウェア産業（当時の名称）の
75 2012 年日本での複数社におけるインタビュー。
76 2010 年 8 月 DLSP におけるインタビュー。
59





は前年比 12.9%増の 960 社であった（DLSSSO[2012]）。2009 年従業員 1000 人以上の規模
の企業は 10社で，売上高１億元以上の企業は 34社であった。従業員は前年比 1 万人増の
8.6万人に達した。そして，世界企業トップ 500 ランク入りの企業が設立した企業は 53 社
であった77。
また，2010 年現在，大連市のソフトウェア・ ITES 産業の売上は前年比の 31.9%増の 535
億元，輸出額は同 28.6%の 18 億ドルに達した（図 19）。これは中国全体の同産業売り上







図 19 大連ソフトウェア・ ITES 産業の売上推移
出所：DLSSSO[2008][2009]より筆者作成。





ることであった。結果として，大連市同産業の販売高は，2001 年から 2010年にかけて 15.3
億元から 535 億元まで，また関連企業は 220社から 960 社まで，従業員は 3.1 万人から 10.5

































78 2014 年 8 月 DLSSSO におけるインタビュー。














































の EC 港（電子商務港）が運用している（図 20，21）。しかし，パークの開発においては，
オフィスレンタル料よりもマンション販売の方が利益を上げやすい84。そのため不動産投
機に巻きこまれやすいというリスクを伴っている。
81 大連ハイテクゾーンウェブサイト（https://www.dlhitech.gov.cn/ 2016 年 11月 28日閲覧）
82 中国の「県」は市の下に管轄される区域のことである。
83 2013 年 8 月大連市工業和信息局におけるインタビュー。
84 2013 年 8 月 DLSP におけるインタビュー。
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図 20 大連ハイテクゾーンその 1
出所：大連ハイテクゾーンウェブサイト85。
図 21 大連ハイテクゾーンその 2
出所：大連ハイテクゾーンウェブサイト。






施した86。結果，2014 年までハイテクゾーンでは 10 ヵ所のインキュベータが，総面積 30
万㎡に渡って設立された。入居した企業は累計 855 社，企業成功率は 80％である
（DLSSO[2015]）。特に，「大連高新区創業工坊」は国家級科技企業インキュベータに認
定され，2014 年まで，物聯網（IoT），モバイルインターネット，e コマースなどのプロジ





大連市ソフトウェア・ ITES 産業の従業員数は 2014 年まで毎年増えていた。2015 年と
2016年にいったん減ったが，2017 年再び増えた（図 22）。2017 年現在，従業員のうち，
大学院卒は 12.9％，学部卒が 68.9％，専科卒及びその以下は 18.2％を占めた（図 23）。従




図 22 大連市ソフトウェア・ ITES 産業従業員推移（2011年～2017)
86 2016 年 8 月 DLSSO におけるインタビュー。
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出所：DLSSSO[各年]により筆者作成。













して 11,325 人の離職があった（図 24）。そのうち，コールセンター業務はストレスの高さ
で最も離職人数が高く，平均年度離職率が 100％を超え，最も高い企業が 166％に達した
（DLSSSO[2018]）。
87 2016 年 8 月と 2018 年 7 月複数機関におけるインタビュー。
88 DLSSSO が 2018 年に実施したアンケート調査である。708 社にアンケートを実施したところ，224
社から回収できた。
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図 25 2018 年従業員離職後のキャリア構成
出所：DLSSSO[2018]により筆者作成。
89 前述した DLSSSO による 2018 年度企業調査である。





























クトと 10 の優秀工業ソフトウェア製品の選抜（2015 年），国産工業軟件優秀解決方案展
示対接会（2017 年），大連理工大学による大連工業クラウドサービスプラットフォーム，
大連海事大学によるスマートソフトウェアイノベーションセンターなどのプロジェクトが
91 2016 年 8 月 DLSSO におけるインタビュー。
92 中国新聞網のウェブサイトのニュース（http://www.chinanews.com/lxsh/2010/08-30/2499288.shtml
2019 年 5 月 17 日閲覧）。





























けが見られている。例えば，Neusoft は 2018 年大連市のあらゆる分野の資源を動員し，大
連市で開発から完成車までを手掛ける自動車産業を育てることを大連市政府に提案した。
95 2016 年 8 月 DLSSO におけるインタビュー。
96 2016 年 8 月と 2018 年 7 月大連複数社におけるインタビュー。
97 HUAWEI の大連進出については遼寧省政府のウェブサイト
（http://www.ln.gov.cn/zfxx/qsgd/dls/201506/t20150617_1690369.html 2019 年 6 月 28 日閲覧），
HUAWEI のウェブサイト（https://www.HUAWEI.com/cn/press-events/news/2016/12/HUAWEI-DevOPs
2019 年 6 月 28 日閲覧）と百度のウェブサイト
（https://baijiahao.baidu.com/s?id=1599911103201070464&wfr=spider&for=pc 2019 年 6 月 28 日閲覧）
によってまとめたものである。








グ）， Vis car（car variable intake systema）， in car（車載計器 ，ナビなど）， concar（車
























99 X は未知数で、V to V なら車同士の会話で、周辺の車数、距離、方向などによって危険性を判断す
る。V to I は道路上に各種のセンサーを設置して、車とこれらのセンサーと会話して、道路，周りの
環境や天気等の情報を共有する（2018 年 7 月 Neusoft におけるインタビュー）。



































102 2010 年 8 月 B 社と 2016 年 8 月 I 社におけるインタビュー。
103 2010 年 8 月と 2013 年 8 月 D 社におけるインタビュー。
104 2016 年 8 月 X 社におけるインタビュー。

































106 2013 年 8 月と 2014 年 8 月 F 社大連におけるインタビュー。
107 2010 年 8 月と 2011 年 8 月 Z 社におけるインタビュー。
108 2016 年 8 月大連市軟件和服務外包発展研究院におけるインタビュー。
109 XIKANG 煕康網（http://www.xikang.com/ 2019 年 6 月 20 日閲覧）。
110 2016 年 8 月大連市軟件和服務外包発展研究院におけるインタビュー。
111 2016 年 8 月大連市軟件和服務外包発展研究院におけるインタビュー。
112 Pactera ホームページ（http://www.pactera.com/ja/about 2019 年６月 28 日閲覧）。
































114 2016 年 8 月 B 社におけるインタビュー。










































2019 年 6 月 20 日閲覧）と東軟情報学院創新創業学院のウェブサイト（http://sovo.neusoft.edu.cn/ 2019




















2011年から 2017 年にかけて，大連市ソフトウェア・ ITES 産業の売上高は 706 億人民元
から 1,053 億人民元へと成長した。この時期，大連市同産業の年間複合成長率は 6.9%で，
産業成長期の 42.9%よりはるかに低い。大連市同産業の成長鈍化が明白になっている。し
かも，大連市同期間における大連市の経済成長を下回り，大連市経済における割合が減り
つつある。そして，大連市同産業の輸出額は 23 億ドルから 28.5 億ドルに増加した。輸出
伸び率は 2012 年から 2015年まで減ったが，2016 年から再び増えており，2017 年現在中国
において第 3位を占めている119。
2017 年現在，大連市のソフトウェア・ITES 産業の売上は前年比の 3.7%増の 1,053億元，
輸出額は同 5.2%の 28.5 億ドルに達した。従業員数は 20.1万人で，前年比 10％であった。
そして，ソフトウェアサービスアウトソーシング分野の売上は 397.4 億元に達して，前年
比 11.3％増で，全国においては第 1位となっている。特に，ソフトウェアサービスアウト














まず，従業員数の面においては，地場企業の従業員数は 2011年の 5.52 万人から 2014年
の 18.07 万人まで増加してきた。その反面，外資企業の従業員数は 2011年の 6.69 万人から
6.28万にまで減った。特に，2013 年前年比約 2割減った（DLISSO[各年]）。外資企業従業
員数の大幅減少は外資企業数の大幅減少と直接関係がある。
また，国・地域別売上からすると，地場企業の売上は 2011年の 334.7 億元から 2014 年
の 980.7 億元まで増加してきた。それに対して，外資企業の売上は 2011年には 342.4億元





120 この段落の叙述は DLSSSO[2018 年]によってまとめたものである。
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したのに対して，地場企業はそれほどではなかった。
さらに，売上ランキングから見ると，上位 10社の中の外資企業は，2009 年は 5社，2014
年は 3 社となった。地場企業は，2009 年は 5社，2014 年は 7社まで増えてきた。また，2014














注：「IC 設計業務」は上位 10社，その他の業務は上位 15社。
出所：DLSSSO[2014]より作成。










大連市同産業の売上は 2010年の 535 億元から 2013 年の 1350億元に成長したが，近年売上
121 DLSSSO[2009][2014]によってまとめたものである。




















2014 年末，大連市には 2,063 社のソフトウェア・ ITES 企業が存在している。うち，従
業員 1,000名以上の企業は 13社(0.6%)に過ぎず，300-999名の企業が 78 社(3.8%)，100-299





大手企業 A 社，地場大手企業 B 社，中小企業 C 社，中小企業 D 社，外資企業 E社，外資















A 社は中国瀋陽市に本社を構える，資本金 9.443 億元，従業員約 18,000 名のソフトウェ
ア開発・ IT サービス企業である。同社は 1991 年に瀋陽の U 大学の研究室を基礎に，日本
の電子機器メーカー Z 社の協力を得て設立された。1996 年にソフトウェア企業としては中
123 事例研究は主に各社のホームページ情報と下記のインタビュー記録に基づいて作成した。A 社は
2010 年 8 月と 2018 年 7 月のインタビュー記録，B 社は 2010 年 8 月と 2018 年 7 月のインタビュー
記録，C 社は 2010 年 8 月，2016 年 8 月と 2018 年 7 月のインタビュー記録，D 社は 2010 年 8 月，
2016 年 8 月と 2018 年 7 月のインタビュー記録，E 社は 2010 年 8 月，2011 年 6 月，2018 年 7 月と
2018 年 9 月のインタビュー記録，F 社は 2013 年 8 月，2014 年 8 月のインタビュー記録である。
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験者を IT 技術の教育に従事させており，DLSP におけるインターンシップなどの実践的な






現在 A 社は 70余りの産業ラインと数百のソリューションを持っており，これまで蓄積


























B 社126は大手不動産会社 P 集団の傘下にある資本金 1億元の地場企業である。2006 年に
設立し，5,000 名を超える従業員を抱える IT サービス企業である。現在，システム開発や
情報管理サービスなどを中心に，医薬，インターネット，金融保険，ICT サービスなどの
事業分野に携わっており，日本以外に欧米や中国国内の様々な企業と取引している。中国
に 8つの拠点，日本に 1つの拠点がある。設立以来，平均年間 35％の伸び率で成長を遂げ
ている。
2) 産業形成期における企業者活動
産業形成期において，B 社は，1998年にソフトウェアパーク運営会社である BX 社の IT
事業部として出発した。BX 社は，不動産企業である P 集団による 100%出資の有限公司で
あり，大連市政府の支持を受けながらも民間企業としてソフトウェアパークを設立・運営
した。設立にあたっては，前項で述べたように大連市での IT 人材不足が大きな課題であっ
た。そこで，BX 社は入居企業に対する IT 人材の提供を主な業務として，IT 事業部を設立








BX 社の IT 事業部は規模を拡大して，事業内容にアウトソーシングソリューションの提
供を追加した。これを担うアウトソーシングソリューションセンター（OSC）は 5～6人に
過ぎなかったが，全員が日本語能力と 2-3年以上の IT 経験を持っていた。2006 年，BX 社
から BXB 社が独立し，IT 事業部とソフトウェアパークの日本子会社を引き継いだ。日本
子会社を引継いだことにより，営業，契約，要件定義，基本設計などを顧客のいる日本で
行い，日本拠点と中国本社とが連携して対日オフショア開発を行えるようになった。当時，




対日ビジネスにおいては，ITOより BPO 業務が多い。2008 年金融危機の影響で，2009
年からシステム開発のプロジェクトが急減し，変わって BPO 業務が増加した。BPO 業務
では，ITO 業務で蓄積された能力を活かして，テクニカルサポート，ヘルプデスク，IT シ
ステムの運用監視などの IMS 業務（情報管理サービス）に集中するようになった。IMS と























人員は 102 人，その他の人員は 8人である。
2) 産業形成期における企業者活動







































































テム開発部門に転職した。1999 年から 2005 年にかけて，ブリッジ SE127として日本の大手
企業に勤務していた。そして，2005 年に帰国して大連で D社を設立した。当時，大連でま
ず内資企業を設立し，その後，日本企業 H社（現董事長の設立した会社）と合弁した。グ
ループとして運営しており，北京子会社は 2002 年 8月，上海子会社は 2005 年 2月，大連














引関係で危機を乗り越えた。2012 年 2月，アセンダス（騰飛園）保税区に 1000 平方メー
トルのフロアーを取得し，開発センターを開設し，開発三部が当センターへ移転した。さ
らに，2012 年，ソフトウェアテスト部門を分社化し，テスト検証の専門会社として独立さ
127 これまで複数社におけるインタビューに基づいて，ブリッジ SE は会社やプロジェクトによって，
取り扱いが違うことが分かった。PM や SE はブリッジ SE と呼ばれることもあるし，呼ばれないこと
もある。コミュニケーションの仲介に専念する独自のポストが必要なこともあり，これはブリッジ












































































動する ENE 社は，E社グループの EN 社の在大連子会社であり，資本金は 2億円，従業員

















GI 社を設立し，今度は GI 社がパートナー企業となった。E 社と GI 社の SI 事業は円滑に
進み，これを通して E社から GI 社への技術移転が進んだ。GI 社は，その後，大連市ソフ
トウェア・ ITES 産業の有力企業に育った。さらに E社は GI 社に NEC を紹介し，GI 社が
対日オフショア業務を拡張することに助力した。


















やカーナビなどの組込ソフトウェア開発）は 2016 年の 3割から 2018 年の 6割に増加した。









一方，ENE 社は 2013 年に中国国内営業部を設置して，国内事業を始めた。大連政府か
ら支援を受け，新規技術を用いた先進事業立ち上げのための交流会を，市内の企業を組織











のソフトウェア開発会社を有している。そのうち，DF 社は 2004 年に大連で設立された F






131 F 社は張・川端[2013]の BD 社と同じ会社である。
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2) 産業形成期における企業者活動
F 社は 1978 年から中国で事業展開を始めた。最初に中国市場に家電製品を販売し，中国
地場企業に生産設備や技術を提供していた。大連経済技術開発区で 1992 年にエアコン関連
会社の DRF 社，1994 年に冷凍設備会社の DCF 社，そして，大連市内で 1994 年に電子情
報会社の DHF 社，1995 年に自動車電子システム会社の DSF 社を次々と地場企業との合弁
企業を設立した。そのうち，DHF 社は地場大手電子企業の H 社との合弁会社であり，デジ
タルビデオ，オーディオ，情報製品と重要部品の生産基地として出発した。日本だけでは
なく，中国国内や欧米などの世界各地域に輸出している。大連ハイテクゾーンに進出した






DF 社は 2004 年に F 社の 100%子会社として，大連ハイテクゾーン内のソフトウェアパ
ークに設立された。同社が大連を選んだ理由は，地理的に日本に近いこと，優秀な日本語
人材を採用することができること，税制上の優遇政策の 3点である。中心的業務は F 社の
製造する製品用の組込みソフトウェア開発である。
まず，対日オフショア開発についてである。DF 社の業務は 9 割以上が日本の F 社から，





たりしてコスト削減を実現した。2010 年，DF 社は F 社ブランドのデジタル TV，オーディ
オ機器，DVD プレーヤー，電話機などに向けた開発を手がけ始めた。そして，DF 社は F
社の外販半導体に搭載するソフトウェア，オリンピック会場の照明システム，都市エネル
ギーマネジメントソリューション，F 社の社内業務用アプリケーション等の開発も行う。
自主開発のほか，地場企業への開発委託もある。それに際して，DF 社と日本の F 社の共
同開発が必要となって，要件定義を全部日本で行えなくなってきた。
この時期において，F 社にとって二つの大きな環境変化があった。一つは為替レートの






2013 年に着手し，2014 年本格化し，2015 年 1月から 3 月に販売せざるを得ない。もう一




社を他社に売却した。DF 社の業務の四分の一は TF 社からのオフショア開発であった。こ
うした一連の売却で，DF 社にとって F 社からの業務が半分まで減った。そこで，新たに
対策を打つことに迫られ，DF 社は自社の成長分野にシフトすることにした。
次に，中国国内向け事業の拡大である。DF 社の 2010 年在中国比率133は 50％だが，2013
年に 65％，2015 年に 75％に達することを目標としていた。中国市場の急成長に影響され，






一方，F 社は約 40 年の中国事業に基づき，製品や開発の差別化を図っている。DF 社も
中国国内市場を開拓するに当たって，以下の問題点に注意を払う必要がある。第一に，中
国には様々な規制があり，中国の規格基準や規制に合致しないと，たとえ商品を開発して



















することができた。日系の E 社は大連ソフトウェア・ ITES 産業の形成初期において，大
連信息中心と提携し，技術移転を行った。大連信息中心のスタッフは，移転された技術と
提携関係を活用してスピンアウトを行い，後に大連市同産業の有力企業となるソフトウェ
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番号 年月 インタビュー先 場所
1 2010 年 3月 NECソフトウェア東北支社 日本・仙台
2 2010 年 4月 新日鉄 NS ソリューションズ株式会社
（現・日鉄 NS ソリューションズ株式会社）
日本・東京
3 2010 年 4月 Neusoft Japan 株式会社 日本・東京
4 2010 年 8月 大連軟件行業協会 中国・大連
5 2010 年 8月 大連華信計算機技術有限公司 中国・大連
6 2010 年 8月 大連高新園区 管理委員会 中国・大連
7 2010 年 8月 東軟集団有限公司大連分公司 中国・大連
8 2010 年 8月 大連信華信息技術有限公司
（現・中軟国際科技服務大連有限公司）
中国・大連
9 2010 年 8月 大連軟件園股份有限公司 中国・大連
10 2010 年 8月 東北大学産業科技集団 中国・瀋陽
11 2010 年 8月 大連亜舟信息産業有限公司 中国・大連
12 2010 年 8月 大連共創軟件有限公司 中国・大連
13 2010 年 8月 大連必捷必信息技術有限会社 中国・大連
14 2011年 1 月 株式会社北京 NTTデータジャパン 日本・東京
15 2011年 8 月 大連高新園区 投資促進局 中国・大連
16 2010 年 8月 大連軟件行業協会 中国・大連
17 2010 年 8月 大連億達信息技術有限公司 中国・大連
18 2010 年 8月 大連亜舟信息産業有限公司 中国・大連
19 2010 年 8月 株式会社大連思派電子 中国・大連
20 2010 年 8月 松下電器軟件開発（大連）有限公司 中国・大連
21 2010 年 8月 大連軟件和服務外包発展研究院 中国・大連
22 2010 年 8月 大連海外学子創業園区 中国・大連
23 2010 年 8月 大連経済和信息委員会 軟件与信息服務処
（現・大連工業和信息局 軟件与信息服務処）
中国・大連




25 2013 年 8月 松下電器軟件開発(大連)有限公司 中国・大連
26 2013 年 8月 大連軟件園股份有限公司 中国・大連
27 2013 年 8月 大連軟件行業協会 中国・大連
28 2013 年 8月 大連軟件和服務外包発展研究院 中国・大連
29 2013 年 8月 大連億達信息技術有限公司 中国・大連
30 2013 年 8月 中軟国際科技服務(大連)有限公司 中国・大連
31 2014 年 8月 大連軟件行業協会 中国・大連
32 2014 年 8月 通華科技（大連）有限公司 中国・大連
33 2014 年 8月 大連軟件園股份有限公司 中国・大連
34 2014 年 8月 益德穿梭（大連）有限公司 中国・大連
35 2014 年 8月 大連軟件和服務外包発展研究院 中国・大連
36 2014 年 8月 大連服務外包協会 中国・大連
37 2016 年 8月 大連軟件和服務外包発展研究院 中国・大連
38 2016 年 8月 大連軟件行業協会 中国・大連
39 2016 年 8月 大連共創軟件有限公司 中国・大連
40 2016 年 8月 大連創科科技有限公司 中国・大連
41 2016 年 8月 大連必捷必信息技術有限会社 中国・大連
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42 2016 年 8月 株式会社大連思派電子 中国・大連
43 2016 年 8月 大連服務外包協会 中国・大連
44 2016 年 8月 大連軟件園股份有限公司 中国・大連
45 2016 年 8月 大連億達信息技術有限公司 中国・大連
46 2016 年 8月 大連外国語大学 中国・大連
47 2018 年 7月 大連軟件園股份有限公司 中国・大連
48 2018 年 7月 大連海外学子創業園区 中国・大連
49 2018 年 7月 大連必捷必信息技術有限会社 中国・大連
50 2018 年 7月 大連億達信息技術有限公司 中国・大連
51 2018 年 7月 大連軟件和服務外包発展研究院 中国・大連
52 2018 年 7月 大連共創軟件有限公司 中国・大連
53 2018 年 7月 NTT DATA 通信軟件工程（大連）有限公司 中国・大連
54 2018 年 7月 簡柏特（大連）有限公司 中国・大連
55 2018 年 7月 東軟集団有限公司大連分公司 中国・大連
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